
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度

位趣壁塾騒塾五生』量製塾星聾上堕劉産塞強全

1 事業の成果

令和 3年度は、初のオンライン全国大会、ブロック別懇談会、支部活性化研修、ピアサポーター研修な

ど、コロナ禍でも、オンラインを使った交流や学びの機会を多く設けることができた。昨年 5月 には自

民党の「いわゆる『ひきこもり』の社会参画を考えるプロジェクトチーム」のヒアリング後、提言書がま

とまった。昨年 6月 には政府の骨太の方針に「ひきこもり」が挙がり、当事者や家族の視点に立って、息

の長い支援の実施、良質な支援者の育成と支援手法の開発等の取組を官民一体で推進することが決まっ

た。さらに令和 4年 2月 には、ひきこもり支援推進議員連盟 (自 民党)が発足し、支援課題、改善策に

向けたヒアリングが行われ、ひきこもりに特化した「ひきこもり基本法」立法に向けた動きが具体化した

一年となった。また当会の有識者チームと新しいひきこもりの定義を策定し、支援者育成のための研修

カリキュラムの体系化 (家族・本人支援への理解と実践)に も寄与した。

①当事者が求めるひきこもり支援に関する調査研究事業 (厚労省民間団体活動助成事業)

【1)ひきこもり支援者研修の必須事項を調査】

ひきこもり支援者研修の必須事項を把握するために、全国の KHJ支部 (家族会)、 ひきこもり地域支

援センターの利用者に調査協力を行い、当事者目線からの支援者養成カリキュラム作成項目の必要性 (い

ずれの項目も9割が必要)が裏付けられた。なお、本人が医療を必要としていても、受診が難しい状況に

ある家庭が 4割以上にのぼつた。また調査全体に占める 40歳以上の割合は過去最多 (本人調査 44.9%

家族調査 34.2%)と なった。

【2)ひきこもり地域支援センターの利用者状況を調査】
全国の都道府県・政令指定都市ひきこもり地域支援センターの利用者を対象に調査を行い、16のセン

ター (東北 1、 関東 1、 中部 4、 近畿 2、 中国 2、 四国 3、 九州 3)から1,647件の回答を得た。センター

ヘの最初の来談は、母親が最も多く (65.7%)、 次いで父親 (23.1%)、 本人 (16.9%)、 兄弟姉妹 (9.8%)

となった。来談件数は 2019年が最多だった。

【3)支援者向け研修事業】

基礎編。実践編に分けてオンライン方式で実施。全国の都道府県社協、生活困窮者窓回、ひきこもり地

域支援センター、保健所、地域包括、就労移行、教育関係など、計のべ 336名 が参加。有識者 12名 が

講師にあたつた。研修カリキュラム体系化、課題別研修の立案及び現状分析に基づいて、人材育成の検討

と研修内容 (シラバス)を策定した。

研修会の抄録と併せて掲載し、全国のひきこもり地域支援センターに発送を行った。

②KHJジャーナル「たびだち」出版事業

令和 3年度は、ひきこもり総合情報誌『たびだち』が通算 100号を迎えた。毎号 3000～ 3500部発行。

97号特集「ターニングポイント」98号特集「孤独孤立」99号 100号 「誰もが生きやすい社会とは」な

ど。昨年度からSNS広報も強化した。バックナンバーの売れ行きが伸びた。当事者たちが企画から制作

までを担い、100号発刊のプレスリリースを発信した。編集会議のオンライン化により、全国の当事者家
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族との座談会の開催や、企画アイデア会議では、家族、本人の声を反映させることができた。

③ピアサポーター養成研修 (オンラインで実施)【休眠預金活用事業】

KHJ家族会を対象としたピアサポーター養成研修 (基礎及び実践)をオンラインで実施。今年度は全

国 23支部より56名が参加、ピアサポ実践活動を経て 49名が認定された。また、初めて認定者を対象と

したピアサポーター継続研修を実施。傾聴、フアンリテーション、事例検討をテーマに行い、85名 が参

加した。いずれの研修も実践に役立つという回答が 100%であり、認定後も、全国での横のつながり (仲

間づくり)を望む声が多く聞かれた。また全国大会での発表から社会的認知の促進、各家族会で行政に対

するピアサポーター活動の周知と、連携も進み始めている。

④講師派遣事業

コロナ禍の影響で中止が続き、一昨年度 (2020年度)の依頼数は 47件であつたが、2021年度は、87

件に倍増した。オンラインが 8割以上であった。

全国の自治体や社協、地域包括、民生児童委員、各教育機関等からの派遣依頼を受けている (ホームペー

ジに講師一覧を掲載)。 ピアサポーターヘの依頼も微増している。

⑤地域共生社会の推進事業

内閣府「就職氷河期世代支援の推進に向けた全国プラットフォーム会議」への出席 (令和元年 11月発

足)。 コロナ禍の影響で 2年間のプラットフォーム会議の延長が決定。また全国の市町村でプラットフォ

ーム会議の参画が進んだ。自民党議員連盟では本人家族の体験発表から、必要とする支援を伝えた。(令

和 4年 2月 14日 発足～令和4年 5月 )。

また、埼玉県で初の「ひきこもり条例」が制定された。「引き出しビジネス」の被害を阻止するために、

条例を設け、行政支援施策強化に向けた一致団結につながった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 33,309 】千円)
定私 に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

(1)当 該家
族のメンタル
ヘルスケア事
業

①月例会、家族会の助言
②親・兄弟姉妹の相談、カ
ウンセリング

毎月数回

ずつ

①②各支

部の公的

会館

それぞれ

約 5人

会員と新

規参加者

①延べ約
1, 00
0家族
②延べ約
100人

148

(2)中 間的
支援事業

曇
②
に

オンラインの居場所・
族会創出促進のための
援
多
ン
1)

様な生き方・働き方
いての理解促進
間施設との情報交換
」
=
ランティア、社会参
援

③中
や連
④ボ
加支

本部及び

各支部で

週 2～ 3

回から月

に 1回ま

で、定期

的開催

本部及び

各支部の

指定され

た会場

約 200人

D)会員と

希望当事

者

延 べ 約
1, 00
0人

27



定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

(3)ピ アサ
ポート事業

①ピ
=●
△
ιヘェヾ

の ニ

②ピ
修・

③ピ

アサポーター及び家
活動&行政との連携
―ズ調査
アサポーター養成研
フォローアップ研修
サポーター実践活動

4月 ～翌

年 3月

本部及び

各支部、

オンライ

ン

80人

△

希

族

」á
,1

員及び

望 家

、当事

延べ約 4
00人 0※

(4)研修、セ
ミナー、フォ
ーラム等の開
催事業

①全国支部長会議
②支援者向け研修

①6月 27

日

② 12月

19 日・ 1

月 10日・

2月 17

日  ・ 20

日 ・ 23

日・27日

オンライ

ン

①60人

②160人

会員、関

係者、支

援者、専

門家

①100人
②500名

436

(5)全国の
支部活動の支
援、及び新支
部設立支援等
の事業

第 15回 KHJ全国大会 (オ
ンライン会議)を開催

11月 27

日 ・28 日

オンライ

ン
60人 社会一般

国内不特
定多数

1

(6)機関誌、
ホームページ
等の発刊発送
事業

①一般情
(発刊)
② ホ ー
Facebook
③広報促

1報
誌 として刷新
及び発送
ム ペ ー ジ 、
更新管理
進

① 季 刊

②③随時
本部

①30名

②③3名

～10名

会員と当

該家族と

社会一般

① 3. 000
家族
②③国内
外不特定
多数

724

(7)メ デ ィ
ア対応事業

各種メディア (国内外の
新聞、TV、 雑誌等)の取材、
寄稿

随時
本部・各

支部
10人
一 般 社

会・行政

国内外不
特定多数

0

(8)調 査研
究事業

行政
りの
関す
家族
状況
の影

と連携 したひき
地域家族会の活
る調査研究事業
会の実態調査～
・運営状況・コロ
響について～

こも
動に

設置
ナ禍

6月 ～翌

年 3月

本部・宮

崎大学・

各支部

100人

全国の家

族、本人、

行政、支

援関係者

国内外不
特定多数

0※

(9)講演、講
師派遣、執筆
事業

行政自治体社協等への講
演会の講師派遣
【実績】講師依頼件数 46
件  実施件数 33件

随時 関係機関 20人

会員と全

国の当該

家族、行

政、支援

関係者

全国不特
定多数

1,512



定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

(10)出版事
業

ひきこもりに関する出版
物。発行物・ガイドブック
DVD発行と頒布

随時 本部 約 10人

会員と全

国の当該

家族、行

政、支援

関係者

全国不特
定多数

592

(11)当 該関
連受託・委託
事業

① 【中央共同募金・体眠預
金]ピアサポーター研修・
活動支援
生きづらさを抱えた者に
対する当事者活動支援事
業

9議『
生労働省 NPO民間

ひきこもりの理解促進と
支援体制の充実・活性化
のための人材育成に関す
る事業

随時
本部及び

各支部

①80人

②50人

会員と全

国の当該

家族、行

政、支援

関係者

全国不特
定多数

28,845※

(12)地域共
生社会の推進
事業

(1,7族や本人へのメンタ
ルヘルスケア及び偏見是
正と社会的理解の呼びか
け
②議員や関係省庁 (厚労
省、内閣府等)と の官民協
働
③地域社会資源、関係諸
機関との連携

随時
各支部な

ど

全国の役

員約 30

0人

会員や社

会全体

全国不特
定多数

1,022

※ (3)ピアサポー ト事業と (8)調査研究事業は、(11)当該関連受託・委託事業として開催しました。



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 活動計算書 (その他事業が生登場合)
特定非営利活動法人 皿J全国ひきこもり家族会連合会

B

(2 の

売上原価
諸謝金

印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
水道光熱費
地代家賃
賃借料
諸会費
研修費
支払手数料
租税公課

新聞図書費

雑費
業務委託費

事 業 報 告 用

13,646,

1,605,

11,

266,

1,600,

673,

355,

118,

13,

7,

5,

6,657,

0

327
988

424

894
541

877
0

0

144

0

0

688
500

020
387
034

目 金   額 ロ田

正会員受取

賛助会員受 費

費

会

会

取
1,180,000

240,000

2

受取寄附金

施設等受入評価益

331,652

ｎ

）
57.1

受取助成金

受取補助金

2,000,000
24,257,173

4

1)当 該家族のメンタルヘルスケア事業収益
2)中間的支援事業収益
3)ピアサポー ト事業収益
4)研修、セ ミナー、フォーラム等の開催事業収益
5)全国の支部活動の支援、及び新支部設立支援等の事業収益
6)機関誌、ホームページ等の発刊発送事業収益
7)メ ディア対応事業収益
8)調査研究事業収益

210,

30,

500

090

0

000

999

300
500

0

886

422
000

0

3,820,

1,002,

3,016,

5,

9 講演、講師派遣、執筆事業収益 2,396,

219,

322,

10 出版事業収益

当該関連受託・委託事業収益

地域共生社会の推進事業収益

11

12

5 の の 1

受取利息

雑収益

66

600,105

田

用

費

(1丁7¬¬
「給料手当

臨時雇賃金

通勤費

8,059,291

0

287,780

8,347,071

a ■■■■口,.‖■
『
ユ:||1日日

■■■■□孤理亜ロ
■EFヨロ

「
工

1,420,000

331,652

1頭
■
1L」園 11,023.697



33.308.895

1,514,805

31,263
195,692

1,741.760

印刷製本費
会議費
旅費交通費

通信運搬費
消耗品費
水道光熱費
地代家賃

賃借料
諸会費

新聞図書費
リース料
租税公課

支払手数料

業務委託費

雑費

2
(1

(2)その

給料手当
法定福利費

通勤費

80,260
0

20,742

33,859

174,491
222,732
924,000
0

7,650

150

114,840
3,250

62,229
132,000

5,130

l.781.333

3.523.093
書 費 用 36.831.988

`期
経 常 1 A B 2.800.705

2,000,000過年度損益修正益

2.000.000ξ 外

)】 経 常 タ

正

災害損失
固

334,220

334.220贈 外 費 J 1計

`期
経 常 タ 増 減 額 C :D】 ・・・② 1.665,780

2  引  百町  当 額 ① +② ・・・③ 4.466.485
70.000
6.2i3.150正

)― ( )+⑤ 10.609,635

■■[」E■ロ

り■巨ヨ■用■J

J
真 Tl

■ロ

口E」■]

:ユ ::

④
0



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 KHJ全国ひきこもり家族会連合会

金   額 小計・合計

2

2

の

(1 ) 形固

3 の

現金預金

未収金

前払金

12,682,305

99,600
0

ソフトウェア
借地権

車両運搬具

什器備品

敷金
長期貸付金

12,78:,905

12,781.905

【A】 資 産 合 計 ①+② 12,781,905

の

2

+

1

B-1

未払金
前受金

預 り金

未払法人税等

長期借入金

退職給付引当金

1,453,031

160,000

489,239
70,000

2.172.270

2.172.270

2.172.270

6,213,150
B-2 の

正

正 産 4,396,485
10.609.635

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 12,781,905

、曰

一■
一
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書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 財産目録
事 業 報 告 用

人 翻J全国ひきこ り家族会
単位 :円

金   綺 ,\H

12,682,305
12,78:,905
12,682,305

99,600 99,600

(2

什

前払金

形

3

100.529

3,269,670
2

863,936
1,007.637
4,575,185
42.623
1,204,810
680,745
937,168

未収金
(10)出版事業未収金
会費未収金

現金預金

1手
翼金

;li;言′:こ::][

::[ξ膨奉

ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

敷金
事務所

0

i2.781.005

12.781.905【A】 資 産 合 計 ①+②

1,523,031
2.:72.270

160.000

弓|

職員

1

1

B-1

長期借入金
借入金

‐ムL
+払金■

スタッフ釉 .
'́ 8量

1費

重羹馨
桑賃

受金
受取会費

預り金
源泉徴収税

489.239

2.172.270

2.172.270【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 10.609,635

―
■]■

■■■■■■■■■■■■

■■ヨ■

■■■■■■■■■■■■

睡 l |=



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (前事彙年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は層所並

びにこれらの奢についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿〉

〈〓
一
〈
口一
連
一
〈
〓
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1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、規族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1 理事 監事

イトウ マサトシ 令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年

年

月

月

日

曰伊藤 正俊

2 監事理事

ナカカ
゛
イト マサカス・ 令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年

年

月

月

日

曰中垣内 正和

3
・監事

サカイ モトヒロ 令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年・   月   日

年  月  日境 泉洋

4 監事
ナカムラ ススム 令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日中村 進

5 監事

フシ
゛
オカ キヨト 令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日藤岡 清人

6 監事

ヤマモト ヒロミ 令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日山本 洋見

7 監事
イケカ
゛
ミ マサキ 令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年   月   日

年  月  日池上 正樹

8 監事理事

タカワ ヨウコ 令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年   月 日

日年  月高和 洋子

9 理事

コント
゛
ウ マサタカ 令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日近藤 正隆

10 理事・監事
年:   月   日

年  月  日

年 月

月

日

日年



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 KHJ全国ひきこもり室基会理全全

氏    名

1
下山 洋雄

2
日花 睦子

3 太
田 幸伸

4 川井 富枝

5
齋藤 三枝子

6 坂本 勲

7 堀部 尚之

8 藤江 幹子

9
三膳 克弥

10
吉村 文恵

11

12


